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姿」を定義したうえで、現状とのギャップを埋めるための具体

的な施策を順次展開していく方針です。

05ー社会との共存共栄

環境貢献、社会貢献の継続が、
企業活動への信頼獲得につながる

　環境課題の解決に貢献することは、グローバルに事業を展

開する企業としての社会的責任であると同時に、多くの産業に

素材を提供する当社グループにとっては、お取引先様の社会課

題解決にもつながる重要な事業機会であると捉えています。

　カーボンニュートラル社会の実現に向けては、現在進めて

いる、いわゆる「Scope1」「Scope2」のCO2排出量の削減に

加え、排出量の大きい「Scope3」の削減を推進することが、今

後の大きな課題と認識しています。また、カーボンニュートラル

社会の実現に取り組む企業を支援することで、当社グループと

しても事業機会の拡大を図っています。具体的には、先に述べ

たWEBTi®の量産体制整備や、リチウム資源のリサイクルへの

貢献が見込まれるLLTO™（リチウムイオン伝導性セラミック

ス）の開発を推進しています。こうした環境対応製品の開発を

積極的に進めていくことにより、企業価値を向上させながら社

会全体の環境負荷低減に貢献していく考えです。

　また、当社グループは地域社会への貢献も重要な使命と捉

え、積極的に取り組んでいます。具体的には、各地域での清掃

活動、地域イベントへの協力、ボランティア活動の推進、サッ

カー部による学童サッカーの普及支援、さらには地域のプロ

スポーツチームやオーケストラへの協賛など、各生産拠点を

中心に交流の場を設け支援活動を展開しています。これらの

取り組みは、地域の皆さまへの「恩返し」の気持ちを形にした

ものであり、同時に私たちの企業活動に対する理解と信頼を

得ることが、長期的には当社グループの企業価値の向上につ

ながると考えています。

06ーステークホルダーの皆様へ

資本効率の向上、企業価値の増大に向け、
質を重視した経営への転換を進める

　当社グループの経営・事業に関わるさまざまなステークホル

ダーの皆様からの信頼を得るためには、安定した経営基盤と

事業の持続的な成長が不可欠であると強く認識しています。

そのため、当社グループは、すでにお示しした「コングロマリッ

ト・プレミアム」の発揮を目指し、多角的な事業展開による相

乗効果とリスク分散を図りながら、企業価値の最大化に取り

組んでまいります。

　素材メーカーとして、特定の事業に過度に依存する経営は、

技術革新などによる素材の代替リスクを踏まえると、大きな経

営リスクを伴うと考えています。そのため、当社グループは事業

ポートフォリオ経営を重視し、安定的な収益基盤の確保と将

来成長への投資の両立を図っています。

　具体的には、高品位・高純度のチタン製品を提供する金属

チタン事業や、高性能触媒を提供する触媒事業を通じて、安

定的なキャッシュ・フローの創出を図っています。その資源を、

化学品事業部や新素材事業部、さらに技術戦略本部が開発

を進める金属パウダーの事業化など、将来の成長領域へ積極

的に投入していく姿を描いています。

　もちろん、こうした戦略的な投資に資金を投入する一方で、

従業員に対する待遇改善の継続や、株主への積極的な還元に

も十分に配慮してまいります。株主への配当については、連結

配当性向30～35％、または連結純資産額2％以上の配当額

のいずれか高い方を採用する方針を掲げており、企業価値の

向上とともに、株主の皆様への安定的かつ持続的な利益還元

を目指しています。

　企業価値の向上を図るうえで、各事業の資本効率を高め

ることも強く意識しています。そのため、ROIC（投下資本利益

率）を重視した経営をさらに進化させていく考えです。2023年

度と2024年度のROICは残念ながら低迷しました。主な要因

は触媒事業と化学品事業の不振でしたが、金属チタン事業の

ROICも、決して満足のいくレベルではありません。今後は、触

媒事業および化学品事業においては、不採算品目への対応を

含めた収益性の改善に取り組むとともに、適正在庫の確保に

よる在庫圧縮などを通じ、両事業の資本効率の向上を図りま

す。また金属チタン事業においては、メンテナンスコストが増大

している茅ヶ崎工場の老朽化の対応を進めつつ、長期的には

生産拠点全体のさらなる効率化に向けた方向付けをしなけれ

ばならないと考えています。

　「量より質」を重視した事業への転換を進め、新たな事業の

可能性を見据えて挑戦を続ける当社グループの取り組みに、

是非期待を寄せてほしいと願っています。

取締役・常務執行役員
ESG推進部・経営企画部・
総務人事部・調達部・物流部管掌

井ノ川　朗

人的資本の充実と

資本効率の改善を図り、

中長期的な企業価値の

向上につなげる

当社グループは、先進素材と技術を創出する高収益企
業を目指しています。そのための財務戦略としては、資
本効率を意識し、事業の質的向上を重視します。人材
戦略としても、企業価値の向上に向け、自身の成長と
会社の成長を積極的に志向する「人財」を増やすこと
に注力します。
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　主力の金属チタン事業では、航空機向けが中期的なトレンド
として比較的良好な環境が続いていますが、2024年度は、航
空機メーカーにおける品質トラブルや前年度半ばのストライキ
の影響などから、サプライチェーンでの在庫調整が生じました。
一方、航空機向け以外の一般産業向けについては、中国メー
カーの過剰生産の影響を受け、当社製品の販売量は前年度を
下回る結果となりました。また、半導体向けの高純度チタンにつ
いては、需要回復傾向にあり、金属チタン事業全体では、売上
高は対前年度で増加し、営業利益も増益となりました。
　触媒事業でも、中国の動向が大きく影響しました。これは、中
国国内において内需が低迷する中でポリプロピレン製造プラン
トの能力増強が相次いだため、中国産ポリプロピレンが周辺国
に流出し、当社触媒の顧客が引き続き低稼働を余儀なくされた
ことによります。とはいえ、不調だった前期に比べて販売は回復
しつつあり、売上高、営業利益ともに前年に比べ改善しました。
　化学品事業については、主力製品である超微粉ニッケルの主
な用途である積層セラミックコンデンサ（MLCC）の需要は改
善傾向にあり、2024年度の売上高は前年度に比べ増加しまし
た。一方、ニッケルの国際価格（LME価格）の下落に伴う販売価
格の下落や、当社において在庫バランス改善のため超微粉ニッ
ケルの生産調整を行った影響で、化学品事業の2024年度の
営業損益は大幅に悪化し、大きな営業損失を計上する残念な
結果となりました。
　中期経営計画（中計）の最終年度となる2025年度は、残念
ながら、計画策定当初に想定した売上高、営業利益目標に対し
大幅な未達となる見込みです。事業部門別では、金属チタン、触
媒、化学品のいずれも、2025年度の損益は中計に比べ、減収
減益を余儀なくされる見通しです。2023－2025年度の3ヵ年
の累計で見ても、金属チタン事業は、為替円安の影響もあり、中
計の計画値に対し若干の営業増益となる見込みですが、触媒
事業、化学品事業の営業損益は、大幅に中計の計画値を下回
る見通しです。
　化学品事業では、超微粉ニッケルの若松第5工場が2025
年度に完成する予定であり、これにより、既に稼働を開始してい
る触媒事業の茅ヶ崎工場内の新工場と合わせ、2つの大型能
力増強投資が完了することになります。新規事業については、
WEBTi®（チタン多孔質体）の量産工場の建設を進めており、
スケジュールどおり2025年度中に完成させ、2026年度より運
転開始を予定しています。今後は、早期に生産・販売を立ち上

　人的資本の質と量の充実は、会社を良くし、成長させるため
の出発点であり、必須の要素です。現状、そのための取り組み
を強化するため、社長を議長とし、本部長・事業部長などで構
成する「人財会議」を定期的に開催し、人材の育成・マネジメン
トの強化に向けた方策について都度議論しています。「人財会
議」で合意された案件は、スピード重視で即実行に移すことを
心がけています。また、現状の社員の意識・組織文化とありた
い姿のギャップを明らかにし、改善を図るため、「人財SHINKA
プロジェクト」を立ち上げ、人事制度等の見直しの検討に着手
しました。これは、経営戦略と連動して、どのような人材が必要
なのか、社員に何を目指してほしいのかなどの点を明確にする
とともに、そのための人事制度のあり方について見直し、究極
的には社員のエンゲージメントとパフォーマンスの最大化を目
指すものです。こうした取り組みを通じ、成長と変革に挑戦す
る人材がもっと評価される仕組みを作っていきたいと考えてい
ます。
　人材の採用方針としては、安定的にある程度の人数の新卒
採用を継続するとともに、必要に応じて中途のキャリア採用を
組み合わせることで、柔軟かつ着実な人材確保に取り組んで
います。
　従業員の処遇に関しては、足元の経済情勢を踏まえ、継続
的な賃上げが必要と認識しています。加えて、現場の社員の処
遇改善にも着手しています。
　働き方改革については、遠隔地への転勤がない条件を選択
できるエリア限定社員制度を導入しているほか、年休取得率
向上、従業員の健康増進、育児・介護と仕事の両立支援など、
従業員一人ひとりの状況に配慮し、安心して働き続けることが
できる環境整備を推進しています。また、希望の職務に挑戦で
きる社内公募制度（ポスティングシステム）や、異動希望申告
制度の導入など、従業員のキャリア形成支援や満足度向上に
つながる選択肢を広げる取り組みも進めています。
　従業員エンゲージメントの向上に向けては、年1回、従業員
満足度調査を実施しています。この調査を通じ、会社の方針や
制度、職場の人間関係やコミュニケーション、担当職務、職場
環境等に関する満足度について、現状と改善を要する点を把
握し、その結果を従業員エンゲージメントのさらなる向上に向
けた施策の検討・実施に役立てています。この点に関しては、
管理者のレベルアップも重要な課題であり、適正な人事評価
など人事制度の適切な運用、コミュニケーションの改善等によ

り、従業員のやる気を引き出すことができるよう、管理者教育
の充実にも取り組んでいます。
　人材の多様性に関しても、さまざまな面でダイバーシティを
意識するようになっています。近年は中途採用、キャリア採用
者数を増やしており、当社以外の職場での経験を持つ社員が
増加していますが、こうした多様なバックグラウンドを持つ人
材が加入し、その職場に異なる経験や新たな視点がもたらさ
れることで、業務上で非常に良い効果をもたらし、ひいては企
業価値の向上にもつながるものと期待しています。当社は、長
年素材づくりに関わってきたメーカーであり、ものづくりの現
場ではまだまだ男性中心の職場が多いのですが、徐々に女性
社員も活躍の場を広げつつあります。既に分析業務などでは
多数の女性社員が従事していますし、研究開発部門でも女性
研究者を積極的に受け入れています。一方、女性管理職は現
状では2.8%に過ぎず、課題を感じています。今後は女性の管
理職登用をさらに進めるとともに、旧来の年功序列的な運用
にとらわれず、やる気とポテンシャルのある若手社員をどんど
ん管理職に抜擢していきたいと考えています。
　当社の社員に対しては、より積極的に自身と事業の成長を
志向し、もっと良い会社にしたいという志を強く持ってほしい
と願っています。そういう社員を増やすとともに、風通しのよ
い、改善に向けた提案と前向きな議論が活発に行われる企業
文化を醸成することが理想です。
　社員には、常に主体的・能動的に行動することで、仕事を楽
しんでほしいと願っています。さらにそれが成果につながれば、
素晴らしいことです。自らのキャリア形成を意識しつつ、仕事を
通じて自身の成長が実感できることは、多くの人にとって面白
い経験だと思います。会社
としては、こうした成長の機
会を支援・奨励し、自律的
に成長する「人財」を増やす
ことで、組織全体の成長に
つながる好循環を実現で
きるように取り組んでいき
たいと考えています。

げ、投資回収を図るとともに、主要用途であるPEM型水電解装
置の市場の立ち上がり状況を見つつ、次の能力増強に関する
検討も進めていく予定です。
　次期中計については、資本効率の改善を重点テーマとして注
力していきたいと考えています。各事業を見ると、目指すROICの
レベルに達していない事業があり、より高いレベルの利益率を
安定的に確保できるよう、もう一段の改善に取り組んでいきま
す。各事業において売上の拡大と利益率の向上を図る一方で、
棚卸資産、固定資産等の管理を徹底し、ROICの向上を目指し
ていきます。設備投資の厳選やハードルレート管理の徹底等
のほか、棚卸資産についても、生産計画などを事業部任せにせ
ず、全社の経営企画部門の関与を強め、資本効率の改善を徹
底する運用を行っています。この結果、2023-2025年度３ヵ年
の累計損益が中計の計画値に対し大幅な減益となる中で、３ヵ
年累計の営業キャッシュフローは、中計の計画値に対し若干の
悪化にとどまる見通しです。また、当該3ヵ年の設備投資の総額
は、資機材や工事費の高騰はありましたが、ほぼ中計の計画値
並みとなる見込みです。
　株主還元については、2025年3月期の期末配当から、DOE
の考え方も取り入れる形で配当の基本方針を変更し、「連結配
当性向30～35%または連結純資産額の2％以上の配当額の
いずれか高い方」を採用とする方針としました。
　企業価値の向上に向けては、既存事業における競争力向上
を図る一方で、中長期的には新規事業を継続的に創出し、軌
道に乗せることで、企業の成長を目指したいと考えています。足
元、WEBTi®の事業化に取り組んでいますが、将来の事業化の
種となる開発案件のパイプラインも数多く抱えており、新規事
業創出のための開発体制を強化しています。財務担当の大切
な役割の一つは、それらの活動を支えるキャッシュフローの創
出力を高め、量への志向に偏ることなく、より筋肉質な事業体
制を構築していくことだと認識しています。素材メーカーとして
の特質もあり、既存事業の継続のためには少なからぬ額の設
備投資が必要となってきますが、その一方で、資本効率改善に
継続的に取り組み、新しい事業の探索・開拓と事業化を支える
キャッシュを生み出す必要があります。今後はこれらのバランス
に配慮しながら、持続的に成長できる会社にしていきたいと考
えています。

⼈材戦略財務戦略

2023-2025中計目標については未達の見通し
次期中計では、より筋肉質な事業体制を目指す

「ありたい姿」を実現するための「人財」像を描き、
現状とのギャップを埋めていく
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